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中国輸出向け野菜加工企業における農場依存型集荷方式の展開
――山東省青島地域の食品企業の事例分析� 北海食品――

坂 下 明 彦・朴 紅

Development of the farm-based type procurement system of vegetable
processing and exporting firms in China : A case study of a food

processing company in Shangdong province� Beihai Shipin

Hong PARK, Akihiko SAKASHITA

Summary

From２００３，the transformation of the procurement system of the Beihai Shipin has been converted

into constructing farms. After introduction of organic farming, custom cultivating farms also started

gradually. Due to the residual pesticides problem in２００２，some factors insisted directly to change the

system, and the procurement system has been changed drastically for the purpose of reinforcement of

a pesticide management.

In the case of Beihai Shipin, from２００３to２００６，self-managed farms and contract-based farms have

been decreased. The main reason was that the farms of the factories located at the outskirts. Under

this change, most of vegetable farmers in this village became farm labors, and other peasants and

changed their sales through middle merchants for domestic purpose.

Farms can be classified into three types. The direct management type independent farm is run di-

rectly from the establishment to management, and it is managed by dispatched staffs, and the farm

management where the profit is highest is done. Commission self-managed type farms which are man-

aged by former middle merchants by the purposes of the farms, and the manager performs tenure sys-

tem and investment of farmlands. Contract farms are the individual farms that contract directly with

the company, and they are obligated to improve agricultural infrastructure. The latter two types have

common property except the birth. The profitability of farms is not always high, because high wages

and high tenancy rates, so they tend to shift to the outskirts.

はじめに

山東省青島地域（青島市・煙台市）は，中国の

日本向け野菜産地の出発点をなした．しかし，残

留農薬問題の発生を契機に，野菜加工企業はその

原料調達体制を大幅に再編し，生産基地の農場制

への転換を進めてきた（註１）．

われわれは，２０００年から２つの野菜加工企業を

対象として継続的な調査を実施してきたが（註

２），本論では２００６年夏の調査にもとづき農場制

の実態をより詳細に明らかにすることにした．対

象とする企業は北海食品であり，７つの農場を調

査することができた．農場は自営農場と契約農場

に区分できるが，自営農場のなかには北海食品が

直接職員を派遣する直営型と旧中間商人に経営権

をもたせる委託型が存在する．この委託型自営農

場と契約農場の相違は歴史的経過によるものであ

り，その性格に大きな差異はない．以下では，生

産基地の拡大過程に対応して工場立地地区，野菜

拡大地区，新規作付地区という３つの郷鎮（街道

弁事処）を対象としながら，生産基地の再編過程
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と個々の農場の性格を明らかにすることにする．

このことによって，従来研究されてこなかった野

菜産地の再編の動態過程と形成されつつある新た

な生産主体の性格を明らかにしていく．

１．原料調達システムの変化

� 北海食品の輸出品目の変化と基地管理体制

北海食品は１９９０年に設立された台湾系の外資企

業である．１９９６年から衛星企業を設立してグルー

プ企業とし，２００４年設立の弘海食品（泰安，有機

野菜専門）を含め９企業となっている（註３）．

日本向けの冷凍野菜が主体であるが，有機野菜加

工，調理食品の割合が高まりつつある．

表１は北海食品グループの近年の輸出実績を示

したものである．２００１年の輸出量は２４，５００トンで

あったが，残留農薬問題が発生した２００２年には

２２，３００トンにまで減少した．しかし，２００４年から

は問題発生前の水準を上回り，２００５年には２７，６００

トンとなっている．品目別には，ホウレン草を主

軸とする葉菜類とサトイモなどの根菜類が主要品

目であった．しかし，問題発生後ホウレン草は激

減し，その代替として増加した小松菜も減少傾向

にあり，さや豆を含む葉菜類（高度管理野菜）は

２００５年で１５．６％と減少傾向にある．これに対し，

ブロッコリ・オクラ・白菜などの中度管理野菜が

増加をみせ，その割合は１９．０％となっている．根

菜類については，サトイモが単品で４分の１の割

合を維持しており，当初から主要品目である根菜

類主体の和風ミックス，洋風ミックスもそれぞ

れ，７．８％，４．８％を占めており，低度管理野菜は

５１．９％となっている．このように，農薬管理が強

く求められる高度管理野菜は減少傾向にあるとい

うことができる．このことは，有機野菜専門農場

である弘海食品などのグループ企業内での分業関

係が形成されていることを示唆している．

残留農薬問題発生後の生産基地管理体制も大き

く変化し，強化されている．管理組織は原料部と

検査部門である品質管理科（分析室とサンプル採

取）から構成されている．原料部のうち基地科は，

自営農場管理人（６農場），契約農場経営者（１５

農場），サトイモの一次加工場（１４工場）の生産

・管理・収穫・加工・土地改良計画などの指導，

会議設定を行う統括的ポジションである．そのも

とに副科長をおいて，実際に農場の巡回指導を行

うフィールドマン（６名）の管理と農薬管理を

行っている．この他に，グループ企業基地の

フィールドマン管理（２名）を行う協作工場管理

科がある．

農薬管理，残留農薬検査については，煙台市

CIQ（輸出入検査検疫局）の指示によって行われ

ているので，ここでは省略する（註４）．以下で

は，こうした体制のもとにおける生産基地の変化

を２００３年と２００６年との比較によって明らかにして

いく．

� 自営農場の変化

「自営農場」は，１９９９年から有機栽培の導入と

ともに設置されたものであり，２００２年までに４農

場が設立されている．また，慣行栽培の自営農場

も２００２年までに４農場設立され，合計８農場と

なっていた．このうち，有機栽培の農場は全て職

員派遣の直営型農場であるが，慣行栽培の農場は

４農場のうち３農場が派遣職員のいない委託型農

場であった．この委託型農場では農地の賃貸は受

託者と村民委員会の間で行われており，実質的に

契約農場と同一であった．

２００３年からの変化は，２００５年から有機栽培が泰

安の１０００ムー（１団地）に移管され，弘海食品公

司（２００４年設立）により冷凍有機野菜生産が行わ

れるようになったことである（品目は枝豆，ブ

ロッコリー，カリフラワー，G・アスパラ，トウ

モロコシ，小松菜，オクラなど，８０％が日本向け

輸出）．このため，既存の４つの有機農場は慣行

栽培に転換した．これは，有機栽培の場合の圃場

管理がきびしくなり，分散した圃場では限界が生

じたためである．また，� A（８８ムー）が水害常

習のため，� B（８６ムー）が莱西市の土地利用計

画による工業団地の強制収容によって廃止されて

いる（表２）．この結果，直営型３農場，委託型

３農場となり，自営農場の面積は，２００３年の７２２

ムーから２００６年には５５４ムーに減少し，その割合

を低下させている．

� 契約農場の変化

契約農場も大きく変化している．２００３年の農場

数は２５，総面積は１，５２７ムーであった．しかし，
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表１ 北海食品グループの輸出量の変化 単位：トン，％

分 類 品 目 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ 割合

高度管理野菜 ホウレン草 ４，２５９ ４，９６９ ２，９１１ ３４３ ６０４ １，６０７ ５．８

いんげん ５２３ ６８６ ７３９ １，１７９ ９２６ ８３６ ３．０

小松菜 ８７５ １，０９４ １，３２０ １，８８５ １，５７６ ８２８ ３．０

チンゲンサイ ２０９ ２８４ ３２８ ４４６ ６５４ ６４１ ２．３

葉大根 １３４ １７３ １３１ １６２ ２３５ ３４６ １．３

キヌサヤ １９８ ２４４ １４１ １７６ ２２７ ４２ ０．２

スナップエンドウ １９６ ５６ ４６１ ６６６ ６０８ １４ ０．１

小計 ６，３９４ ７，５０６ ６，０３１ ４，８５７ ４，８３０ ４，３１４ １５．６

中度管理野菜 ブロッコリー ２９６ ５１４ １，０９５ １，２７１ １，８９２ １，７８０ ６．５

オクラ ８６０ ７７５ １，００８ １，０６９ １，２６９ １，１３６ ４．１

白菜 １９６ ３７２ ４１５ ５６２ ９６７ １，０４１ ３．８

アスパラ ２５２ ２５７ ２４０ ３２１ ４０９ ４５５ １．７

ニンニクの芽 ２６９ ２６８ ２１３ ２５７ ２７６ ３０１ １．１

カリフラワー ２０１ ２５１ ２８８ １．０

菜の花 ２１６ １４３ ０．５

ピーマン ７８ ５３ ３４ ５１ １１４ ８１ ０．３

小計 １，９５１ ２，２３９ ３，００５ ３，７３２ ５，３９４ ５，２２５ １９．０

低度管理野菜 サトイモ ８，１３７ ６，８７６ ６，０５３ ７，５６７ ７，６３９ ７，５０６ ２７．２

和風ミックス ２，８５２ ３，１９９ １，８２８ ２，４２１ ２，４５０ ２，１６０ ７．８

洋風ミックス ７５８ １，２２８ １，３６１ １，１７８ １，５０２ １，３３１ ４．８

ゴボウ １，２３８ １，３３２ ６１９ ６８６ ９２９ ９５４ ３．５

その他ミックス １５０ ２００ ４５８ ８４８ １，１８５ ９５１ ３．４

馬鈴薯 ４２８ ５８２ ２．１

ニンジン ７６８ ８２７ ４８０ ５３８ ４１７ ４１９ １．５

レンコン １５１ ８９ ２１０ ２９７ ３２４ ２２６ ０．８

ゴボウ・ニンジン ６２８ ５００ ３１２ ２３６ ２５２ １８１ ０．７

小計 １４，６８２ １４，２５１ １１，３２１ １３，７７１ １５，１２６ １４，３１０ ５１．９

キノコ類 キノコミックス ４３ ３４ ３８ １４ ３３ ３ ０．０

シメジ ２５ １５ ３２ １３ ３８ ３３ ０．１

冷凍イチゴ ６２７ ５８４ ３２５

調理食品 油炸品 １４５ ７１３ ２．６

焼きナス １２０ １１２ １１６ １８２ ２１６ ２６４ １．０

ひじき煮 １６６ １１８ ０．４

その他凍菜 ３００ ３７０ ４２２ ４９８ ６６２ ９０９ ３．３

生鮮野菜 １，３７２ ６５０ ２２５ １５０ １２５ ０．５

その他 １，５３８ ５．６

合 計 ２３，５２２ ２４，５３７ ２２，２５５ ２３，８８８ ２７，０９７ ２７，５６７ １００．０

高度管理野菜 ２７．２ ３０．６ ２７．１ ２０．３ １７．８ １５．６

中度管理野菜 ８．３ ９．１ １３．５ １５．６ １９．９ １９．０

低度管理野菜 ６２．４ ５８．１ ５０．９ ５７．６ ５５．８ ５１．９

注１）北海食品業務資料より作成．
２）商和興業股分有限公司の総計．北海食品の輸出量はおよそ６，０００トン．
３）この分類については，坂爪ほか［２００６］p．１０３を参照．なお，この区分は２００６年
５月のポジティブリスト制導入までの区分である．
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表２ 北海食品の自営農場の推移 単位：ムー

郷鎮名 村名 農場� 設立年 有機栽培
面 積

形 態
０３年 ０６年

龍旺庄 鹿格庄 １ ２００１ ○ ９７ ９８ 直営

鹿格庄 ２ ２００１ ○ ８７ ８８ 直営

文翹泊 ４ ２００２ ○ １００ ８７ 直営→委託

文翹泊 ５ ２００１ ８９ ８４ 委託→直営

渓聚 ６ １９９９ １１５ １３７ 委託

龍旺庄 ７ ２００２ ６０ ６０ 委託

高格庄 西鮑 A ２００２ ８８ 直営→廃止（２００６）

莱西市 姜山 B １９９９ ○ ８６ 直営→廃止（２００４）

合 計 ７２２ ５５４

注）北海食品業務資料から作成．

表３ 北海食品の契約農場の変化（２００３－０６年） 単位：ムー

市・鎮名 村名 農場�
面積

設立年 廃止事由
２００３年 ２００６年

莱陽市 龍旺庄鎮 文翹泊 C ４１ 工場用地

文翹泊 D ３７ 工場用地

文翹泊 E ５５ 工場用地

南埠 F ３０ 規模要件

南龍旺庄 G ６０ －

水南 H ７８ －

渓聚 I ８３ －

後瓦馬 J ３０ 規模要件

鹿格庄 ３ ７５ １１６

梁好泊 ２１ ６０ ３１

照旺庄鎮 後照 K ４０ 規模要件

古柳街道 泉水 L ４５ 規模要件

高家瞳 ８ ５２ ５６

高家瞳 ９ ４８ ５３

姜家泊 １０ ５２ ７３

望市 １１ １００ ８６

徐格庄 １２ ６６ ２００４

大呂瞳 １３ １２０ ２００６

呂格庄鎮 呂格庄 １５ ７７ ７９

河洛鎮 河洛 M ４０ 規模要件

憑格庄鎮 朱家埠 O ４０ 規模要件

大斉鎮 大斉 １４ ７４ ７９

高格庄鎮 高格庄 P １８ 規模要件

北高格庄 Q ７９ －

莱西市 河頭店鎮 王家泊 １７ ８２ ２００４

水集鎮 竜湾庄 １６ ６２ ６２

李権庄鎮 李権庄 １８ １４７ １２１

後張家庄 １９ ７０ ２００４

栖霞市 朱家鎮 格潤森 R １０４ 農地契約終了

観里鎮 小院 ２０ ９２ ２００６

合計 １５農場 １，５２７ １，１８６

注１）北海食品業務資料などより作成．
２）設立年は２００３年以降のみ．
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そのうち，存続しているものは１０農場に過ぎず，１５

農場が契約解除されている（表３）．この理由の

うち，最も大きな要因は CIQによる２００４年から

５０ムー未満の農場を契約から排除するという指令

の存在であり，これにより７農場が契約解除され

ている（� F，J，K，L，M，O，P）．また，工

場用地買収が３農場（� C，D，E），農地の契約

満了によるもの（� R），規定違反（� O，隔離

帯の未設置）などとなっている．新規に契約した

契約農場は５農場あり，２００６年時点での総契約農

場数は１５農場となり，その面積も１，１８６ムーに縮

小している．

契約農場の分布については，後にやや詳しく述

べるが，その変化はより遠隔地化している点にあ

る．工場が立地する龍旺庄鎮（街道弁事処に昇

格）では，２００３年時点において２５農場のうち１０農

場が存在したが，面積要件や工場用地への転用に

よって２農場にまで減少している．隣接する古柳

街道は５農場で２位の位置にあったが，ここでは

１農場が廃止されたものの２農場が設立され，１郷

鎮としては最も多い．市内域では他の５つの鎮に

６農場が設立されていたが，２農場のみが存続し

ている．隣接市域では莱西市と栖霞市において３

農場が開設されていたが，１農場が廃止され，３

農場が新規に開設され，合計で５農場となってい

る．ただし，その地点は莱陽市界の隣接地であり，

他の食品企業と比較すると基地の広域化は限定的

である（註５）．

� サトイモ加工場の変化

サトイモは北海食品の主力品目であるが，１９９０

年代半ばから中間商人による１次加工場の設置を

独自に奨励してきた．２００２年１０月には１０の加工工

場が新設され，北海食品による管理強化が行われ

ている．加工工場は１棟（８m×４４m）の同一規

格をとり，投資額も１５万元であるが，北海食品が

融資を行い加工工場の経営者が返済するかたちを

取っていた．各工場の集荷のために実際の栽培契

約と栽培管理を行う産地管理人が複数おかれ，播

種と防除（１回）の際に巡視員がみまわる体制が

取られている．２００３年時点では１０工場，産地管理

人数は５０名，９，９５７ムーであったが，このうち２

工場が廃止され，新たに６工場が新設され，１４工

場となっている（表４）．総面積はやや減少して

９，６２０ムーであり，産地管理人数は５９名で，平均

面積は１６３ムー，最小３２ムーから最大５５８ムーと

表４ サトイモ１次加工工場の動向と規模 単位：ムー

加工場名
契約面積 産地管

理人数

管理人１人当たり

２００３ ２００６ 平均 最大 最小

荊山後 DH ９５５ ８０４ ５ １６１ ３３５ ７９

文翹泊 DR １，１３１ １，０７５ ４ ２６９ ３８０ ２００

大呂� JJ １，６４８ ８０３ ３ ２６８ ３９８ １９７

巷子口 JL ８１０ ６００ ７ ８６ １５６ ３３

三里庄 PC １，０１５ ７１３ ５ １４３ ２４０ ７７

西坊搗 LZ ８８７

楡山後 LY ８００ ４２０ ５ ８４ １１２ ５３

余格庄２ SZ ９１２ ７００ ５ １４０ ２００ ９０

余格庄１ XB ９５０ ７０４ ５ １４１ ２９４ ９５

新庄頭 XZ ８４９

東梁子口 FE ５２５ ４ １３１ ３３０ ３２

李権庄 WA ５００ ３ １６７ ２４４ １２６

南李村 DZ ５９８ ６ １００ １２９ ７０

姜家泊 XW ８１６ ３ ２７２ ２８８ ２６４

鄭格庄 FR ６２０ ２ ３１０ ４６０ １６０

大薜村 ZW ７４２ ２ ３７１ ５５８ １８４

合 計 ９，９５７ ９，６２０ ５９ １６３ ５５８ ３２

注）北海食品業務資料による．
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なっている．このシステムに変化はないが，工場

の稼働能力と雇用確保状況で生産地規模が変化し

ている．立地はほとんどが莱陽市外である．残留

農薬検査は，圃場検査の後，収穫・一次加工を行

い，３３kgのポリタンクで搬入後に再検査するシ

ステムとなっている．

２．調査村の地理的位置と野菜生産の主体

以上の食品企業による生産基地の広域化をとも

なう再編の中で，新旧の生産基地における野菜生

産の主体がいかに変化したかが問題となる．

図１は，工場の立地する龍旺庄街道弁事処とそ

れに隣接する照旺庄鎮，古柳街道弁事処，呂格庄

表５ 各村の野菜生産体制の概要（２００６年）

郷鎮名 村名 村の農業概況 農場の形成状況

龍旺庄 鹿格庄村

耕地面積２，０００ムーのうち，工業団地への転

用が１，０００ムー．

大農場が７農場で７００ムー，果樹１５０ムー，そ

の他中小食品企業の契約農場が２００～３００ムー

で，零細野菜農家はほとんどなし．

村により１９９８年に４００ムーの減農薬栽培野菜

団地を基礎に，北海�１農場（１００ムー），�
２農場（９１ムー），龍大食品農場（６６ムー，

８ムー），恒潤食品農場（４０ムー，４０ムー）

に再編（合計７農場，４２７ムー）．

龍旺庄 文翔泊村

耕地面積１，０００ムーのうち，工業団地が４００

ムー，農家は３００戸．

野菜作は３００ムーのうち２農場で１３０ムー，零

細野菜農家は１０戸程度に過ぎない．

北海農場は５農場あったが，工業団地への転

用により現在�４農場（１００ムー），�５農場
（８９ムー）に縮小．他社の農場はない．

古柳街道 大呂�村

耕地面積１，２００ムー，農家４００戸．

穀物は１００ムー台であり，残り１，０００ムーは野

菜であるが，農場が多くを占め，零細野菜農

家は７０～８０戸，３００ムーほどの作付である．

４社による生産基地は７２０ムーであり，北海

�１３農場１２０ムー，龍大食品農場２０００ムー，
恒泰食品農場１００ムー，吉龍食品農場３００ムー

である．

古柳街道 姜家泊村

耕地面積２，０００ムー，農家７００戸．

零細な野菜農家は５０～６０戸で，青島・煙台向

けに中間商人が集荷して出荷

北海�１０農場（７３ムー），康盛食品農場（７０
ムー），その他農場（４０ムー）のみ．

古柳街道 高家�村
耕地面積５００ムー，農家１２０戸．

零細な野菜農家が８０～９０戸で，中間商人が集

荷して国内都市市場に出荷している．

北海�８農場（５６ムー），�９農場（５３ムー）
のみ．

呂格庄 呂格庄村

耕地面積１，５００～１，６００ムー，農家戸数６００戸

零細野菜農家は１０戸程度しかない．

北海�１５農場（７５ムー），衆泰食品農場（７０
ムー），康盛食品農場（６０ムー）の３農場の

み．

注）農家調査による．

図１ 北海食品の農場所在地（２００６年）
注）北海食品業務資料などから作成．
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郷という４つの郷鎮（街道弁事処）における農場

の立地を示したものである．ここでは，各郷鎮の

状況を踏まえた上で（註６），調査農場が存立す

る村について野菜生産の展開と基地農場の位置づ

けを明らかにしておこう（註７）．表５は各村の

概況を示したものである．

� 工場立地地区－龍旺庄街道弁事処

龍旺庄は，行政村３６，人口３２，０００人，耕地面積

１，９３３haの街道弁事処（市区）である．「全国果

樹野菜加工龍頭郷鎮」と称し，莱陽市の食品工業

区が設置されて，万福食品のほかに龍大食品，吉

龍，康盛という農産加工の龍頭企業が立地してお

り，多数の生産基地が形成されている（註８）．

ただし，工業団地の形成により，農地転用が進み

つつある．北海食品の農場は，自営農場が６，委

託農場が２であり，委託農場の撤退が激しい．自

営農場は工場所在地である龍旺庄のみに立地して

いる．このなかから，自営農場�１農場，�２農
場，�４農場を対象とした．
�４農場が位置する文翔泊村は，北海食品の工
場が稼働した１９９１年に直営型農場２００ムーが設立

されたことを基点に野菜産地化が開始された．し

かし，これは１年で破綻し，１９９２年からは２００

ムーのうち８０ムーを旧農場長が経営し，個別農場

化している（５年契約，ムー当たり１５０元（以下

単当と表記），１９９７年に１０年契約で更新，単当２５０

元）（註９）．これは，２００３年に，道路用地として

買収された２５ムーを除く５５ムーが北海食品の契約

農場（E農場）となるが，工場用地への転用のた

め廃止されている．また，この旧農場長は，隣接

する西祝家廟村から１９９７年に１００ムーを借地

し，２つめの経営者となったが，２０００年から北海

食品の戦略により有機栽培への転換期畑となり，

直営型農場（�４農場）となっている．２００２年に
JAS認定を受けたのち，現在の経営者が委託経

営を行うようになり，２００４年の工業団地への転用

（１４ムー）によって，現在の農場面積は８７ムーと

なっている．

２０００年以降には，３つの農場が設立された．�
５農場は２０００年の設立であり，当初は８９ムーの直

営型農場であったが，工業団地と道路用地として

５９ムーが買収され，現在は４０ムーの委託農場と

なっている．C農場は２００１年に設立された委託型

農場で４１ムーであったが，２００４年に工業団地とし

て買収されている．D農場も２００１年に設立され

た３７ムーの委託型農場であったが，２００５年に工業

団地として買収されている．

このように，文翔泊村では当初の直営農場構想

の破綻後，それを引き継ぐかたちで個別農場が形

成され，さらに２０００年代には３つの農場が設立さ

れたが，工業団地などの形成により農地転用が進

展し，基地は縮小傾向にある．現在の農家戸数は

３００戸であり，耕地面積は４００ムー余りが工業団地

へ転用されたため６００ムーに過ぎない．このうち，

穀物（小麦，トウモロコシ）が３００ムー，野菜が

３００ムーであり，うち北海食品の基地面積が１７０

ムー，零細農家の面積が１３０ムーであり，後者は

自家用のほかに国内市場向けの販売を行っている．

�１・２農場が位置する鹿格庄村も文翔泊村と
同様に，１９９１年に３２０ムーの直営農場が設立され

たが，翌年に解体され，村の副書記が２年間全地

を借地経営し（単当３００元），以降はそれが分割さ

れて個別農場が分立するようになった．２０００年の

耕地面積は，１，０００ムーが工業団地に編入された

ため１，０００ムーとなり，野菜面積は６００ムーを越え，

うち約４００ムーは１９９８年に村が独自に設置した減

農薬栽培団地であった．これは，１０数戸により経

営され，原料は各食品企業に販売されていた．団

地の賃貸契約が満期を迎えた時に，３つの食品会

社による農場に再編された．この背景には，土地

獲得競争が激化する中で借地料がムー当たり８００

～１，０００元まで高騰し，野菜収益の悪化が生じた

ことがある．この結果，村民委員会との借地料も

５００元に引き下げられ，借地期間も１０年とされて

いる．

そのうちの２農場は，北海食品の直営型農場で

あり，２００１年３月に設立された�１農場（９８
ムー），�２農場（９１ムー）からなり，有機栽培
農場として位置づけられた．残り５つは契約農場

であるが，北海食品との契約農場は�３農場（７５
ムー）のみであり，他の４農場は，恒潤食品（北

海のグループ企業）との契約が２農場（４０ムー，４０

ムー）と龍大食品との契約が２農場（６６ムー，５７

ムー，うち４２ムーは隣村）である．

村の耕地面積の合計が１０００ムーであり，果樹園
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が１５０ムー，基地農場が４３０ムー，このほかに２００

～３００ムーの零細食品企業の基地があり，農家３００

戸の農地は１００ムーたらずとなっている．

このように，工場の立地に近く，当初から直営

農場が目論まれた村においては，農場の崩壊を基

礎に個別農場が早くから形成され，その体制が一

般化していったといえる．また，都市近郊のため

の農地の転用も進んでおり，野菜生産は縮小傾向

を示している．こうした地域からの代替農場とし

て他の郷鎮での農場設立がすすんでいると考えら

れる．

� 野菜拡大地区－古柳街道弁事処

古柳は，行政村３２，人口３４，０００人，耕地面積

１，９６０haの街道弁事処（市区）である．野菜生産

は拡大傾向にあり，２００２年には２００ha，２００３年に

は６７０ha，２００４年には１７３haの「無公害野菜基

地」が設置されている．北海食品の農場は，２００３

年の再編以前に６つの契約農場（うち１農場廃

止）が設置され，それ以降２つの契約農場が設置

されている．ここでは，３つの契約農場（�９，
１０，１３農場）を対象とした．

これら３つの農場が位置する３村はそれぞれ異

なった野菜作展開を見せている．�１３農場が立地
する大呂�村は，世帯数は３８０戸，耕地面積１，２７０
ムー（果樹園を除く）であり，８０％が野菜専業農

家であった（２００１年）．１９９０年から野菜導入が始

まり，１９９９年には村が独自に野菜基地を創設し，

中間商人を配置して各食品企業に販売する体制を

つくりあげた（註１０）．しかし，２００２年以降，食

品企業による基地再編のなかで，４つの企業によ

る基地に再編されている．内訳は，北海食品�１３
農場（１２０ムー），龍大食品農場（２００ムー），恒泰

食品農場（１００ムー），吉龍食品農場（３００ムー）

であり，この合計は７２０ムーとなっている．これ

ら農場は，かつての中間商人によって経営されて

いる．この結果，耕地１，２００ムーのうち，穀物な

どが１００～２００ムーで，残り１，０００ムーが野菜作で

あるが，そのうち加工企業の基地が７２０ムーとな

り，残り３００ムー程度が７０～８０戸の零細野菜農家

によって経営されている．このように，村民委員

会組織型の集荷構造はここでも崩壊している（註

１１）．

以上の大呂田�は積極的に野菜振興を図ったが，
�９が立地する高家�村，�１０が立地する姜家泊
村においては，野菜生産の伸びは限定的であった．

高家�村は，総耕地面積５００ムー，農家戸数１２０戸
余りの小村である．１９９４年に村として野菜導入を

決定したが，当時は野菜の収益は低いという考え

が一般的であり，ほとんどの農家は糧食生産を維

持していた．そうした中で，農場は北海食品の契

約農場である�８農場（５６ムー），�９農場（５６
ムー）の２農場にとどまっている．�９農場は１９９４
年に設立されたものであるが，�８農場の場合は，
経営者の親戚が鹿格庄村�２農場の派遣職員であ
り，その関係から北海食品との契約を取り付け

て，２００２年に設立されたものである．現在，零細

な野菜農家は８０～９０戸存在するが，中間商人が集

荷し国内の大都市に出荷している．

姜家泊村は，農家戸数７００戸，耕地面積２，０００

ムーの村である．北海食品�１０農場（７３ムー）の
他に，隣接して康盛食品の農場（７０ムー，２０００年

設立），市外の食品会社の農場（４０ムー，２００２年

設立）がある．小規模野菜農家は５０～６０戸ほどで

あり，ホウレン草や白菜を中心に青島・煙台市へ

と出荷する中間商人に販売している．

このように，後発的な野菜産地では，２０００年以

降の加工企業による契約農場の設置が独占的な位

置を占めており，一般農家による零細な野菜生産

は中間商人を介した国内向け生産のかたちをとっ

ている．

� 新規作付地区－呂格庄郷

呂格庄は，行政村１８，人口５４，１００人，耕地面積

２，８７０haの郷である．農業粗生産額１４，０００元のう

ち，種植業が４，８１４元，畜牧業が５，５６９元であり，

野菜生産は少なく，１人当たり純収入も３，３８０元

であり，平均水準を大きく下回る中山間地である．

�１５農場の立地する呂格庄村は，農家戸数６００
戸，耕地面積１，５００ムーであり，１戸当たり２．５

ムーと零細である．野菜農家は１０戸程度に過ぎな

い．一般的には，トウモロコシ，小麦の２毛作の

土地利用が行われており，自家用食用油のための

落花生の作付も多い．加工企業の基地の設置は近

年であり，高冷地で農薬使用量を低く抑えること

ができ，しかも野菜作付がなかったことから注目
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されたものである．古柳街道弁事処以上に，野菜

生産は農場の独占であり，地域農業から乖離した

ものになっている．村の存立する農場は，全て契

約農場であり，北海食品�１５農場（７５ムー）のほ
かに，衆泰食品農場（７０ムー），康盛食品農場

（６０ムー）があり，近隣に鴻達食品の１２０ムーの

農場が２つ存在する．

３．農場類型とその性格

以下では，実態調査にもとづいて，２つの直営

型自営農場，２つの委託型自営農場，３つの契約

農場について，経営者の性格，農場の設立過程，

土地利用，経営収支について事例を検討し，それ

ぞれの特徴を示すことにする．

� 直営型自営農場の性格

１）�１農場
�１農場は，龍旺庄鎮鹿格庄村に位置し，２００１
年に設立された直営型自営農場であり，経営面積

は９８ムー（６．５ha）である．

管理人は３２歳（１９７４年生）であり，北海食品の

派遣職員である．莱陽の専門学校（機械電力）を

１９９０年に卒業後，１９９１年に北海食品（原料科）に

入社している．２０００年から現地に派遣され，２００１

年から営農を開始している（表６）．

この農場は，村が１９９８年に設立した減農薬栽培

団地４００ムーのうち，９８ムーと８６ムーの団地を契

約期間が満了した２０００年に北海食品が村から賃貸

したものであり，賃貸契約は１０年で，単当５００元

となっている．有機栽培農場としての設置である

が，規模が大きいため２農場に分割され，９８ムー

となっている．ただし，２００５年に泰安の有機栽培

表６ 農場経営者（派遣職員）の性格（２００６年）

農場� 設立年 面積 ha
生年

（年齢）
経営主（派遣職員）の経歴

�１
自営（直営）

２００１年 ９８ムー ６．５ha
１９７４年

（３２歳）

派遣職員．１９９０年に莱陽の専門学校卒後，北海食品に入社（原料科）．

２０００年に農場設立準備のため派遣．２００１年農場開設．

�２
自営（直営）

２００１年 ８８ムー ５．９ha
１９７６年

（３０歳）

派遣職員．１９９１年に中卒で，北海食品（原料科）に入社．２００１年に農場

を２つに分割して開設することになり，派遣．

�４
自営（委託）

２０００年 ８６ムー ５．７ha
１９７４年

（３２歳）

１９９２年に莱陽の高校卒業後，１９９５年まで軍隊生活．１９９５年から９９年まで

照旺庄鎮前照旺庄村で北海食品専門の中間商人（集荷面積４５０ムー）．

２０００年に現在の農場を委託契約．現在，前照旺庄村で村書記．

�１３
自営（委託）

２００６年 １２０ムー ８．０ha

１９６３年

（４３歳）

１９９６年に４０ムーの野菜経営と村の中間商人を始める．２００３年に北海食品

のサトイモ加工場経営を開始．２００６年から従来の農場をやめ，１２０ムー

を村から借地（６００元／ムー）して北海の自営農場（委託）となる．他

にも農場を借地していたので，妻名義で借地．

１９６８年

（３８歳）

中卒後，自村で３ムーで就農．１９９９～０２年に姜山農場（北海自営農場

［委託］，１２０ムー）を経営．２００１～０５年に文翔泊村第３農場（北海自営

農場［委託］，５０ムー）を経営．この農場はいずれ工業団地に転用され

るので，現在の農場を共同経営．

�１０
契約

２０００年 ７３ムー ４．９ha
１９６５年

（４１歳）

妻（１９６４年生）が１９９８年に１７ムーの野菜生産を実施．２０００年には４０ムー

に拡大して，北海との契約農場に．０２年にはさらに７３ムーに拡大．経営

主は，２０年間莱陽の工場の運転手勤務の後，２００５年に就農．

�９
契約

２００２年 ５３ムー ３．５ha
１９６３年

（４３歳）

１９９４年に村の野菜導入方針に対応して，運輸会社解雇を契機に妻名義で

５３ムーを借地．以降，龍大食品，万福食品などとの契約取引．２００２年か

ら北海と取引契約．

�１５
契約

２０００年 ７５ムー ５．０ha
１９７４年

（３２歳）

１９９２年に中卒後，北海食品に１年勤務した後，運転免許を取得して１９９５

年から煙台の肉加工工場で１９９９年まで運転手として勤務．義父が隣村に

おり，その薦めで農場を委託契約．
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工場が設立されたため，減農薬栽培（慣行栽培と

の区別はない）に移行している．農場設立にとも

ない，２０００年には農道・排水溝などの区画整理を

実施している．この設計・施工は北海食品が行っ

ている．�１農場のみで１万元の投資である．井
戸は１９９３年に掘削（８～９m）されたものが２つ

あり，各５，０００元の年間電気料を支払っている．

ネットハウスは，有機農業認定に伴う投資であ

り，２００３年に１棟１．６ムーのハウスを５棟（８，０００

元×５＝４万元）を設置している．減農薬栽培へ

の移行後も２００６年に６ムーのハウス１棟（１万

元）を設置している．

作付は，ブロッコリとホウレン草・葉ダイコン

が主体であり，年２作となっている（表７）．葉

ダイコンと春ブロッコリには，ネットハウスが必

要であるが，露地の春ブロッコリも作付されてい

表７ 北海・農場の作付体系（２００５－０６年）

農場�
圃場 ２００５年 ２００６年

� 面積（ムー） ネットハウス 第１作 第２作 第１作 第２作

１ １ １７ インゲン ブロッコリ ブロッコリ モロヘイヤ

２－� ８ ５棟（０３） ブロッコリ 小松菜 ブロッコリ 葉ダイコン	
２－
 ６ １棟（０６） ブロッコリ ホウレン草 ブロッコリ 葉ダイコン	
３ ３４ ブロッコリ ホウレン草 春ホウレン草 ブロッコリ

４ ３３ 春ホウレン草 ブロッコリ インゲン 秋ホウレン草

２ １ ２９ 越冬ホウレン草 ブロッコリ 春ホウレン草 ブロッコリ

２－１－� ８ ５棟（０３） 葉ダイコン� 小松菜 葉ダイコン	
２－１－
 ６ １棟（０４） 葉ダイコン� 小松菜 葉ダイコン	
２－２ １３ １棟（０５） 葉ダイコン� ブロッコリ 葉ダイコン	
３－� １１ ブロッコリ モロヘイヤ ブロッコリ 秋ホウレン草

３－
 １９ ブロッコリ モロヘイヤ ブロッコリ モロヘイヤ＊１

４ １ ２１ ブロッコリ ブロッコリ ブロッコリ ブロッコリ

２ １４ ７棟（０２） 春ホウレン草＊２ 葉ダイコン ブロッコリ＊２ （未定）

３ ２０ ブロッコリ ホウレン草 ブロッコリ モロヘイヤ

４ ３１ 越冬ホウレン草 ブロッコリ 春ホウレン草 秋ホウレン草

１３ １ １７ タマネギ オクラ

２ ３０ 越冬ホウレン草 （未定）

３ ２８ 越冬ホウレン草 モロヘイヤ

４ ３０ 越冬ホウレン草 カリフラワー

５ １５ タマネギ オクラ

１０ １－１ １５ ６棟（０３） 葉ダイコン 葉ダイコン ブロッコリ （未定）

１－２ ２５ １棟（０４） ブロッコリ 葉ダイコン ブロッコリ 葉ダイコン

２－� １６ ホウレン草 インゲン オクラ インゲン

２－
 １７ ホウレン草 インゲン 葉ダイコン インゲン

９ １－１ ４ インゲン 葉ダイコン ブロッコリ ブロッコリ

１－２ ５ １棟（０３） 葉ダイコン 小松菜 葉ダイコン チンゲンサイ

１－３ １５ ブロッコリ モロヘイヤ インゲン ブロッコリ

２－� １０ ６棟（０３） 葉ダイコン 小松菜 ブロッコリ チンゲンサイ

２－
 １９ ８棟（０３） 葉ダイコン 小松菜 チンゲンサイ 葉ダイコン

１５ １ １８ １棟（０４） 葉ダイコン� 小松菜 越冬ホウレン草＊２ 小松菜＊２

２ ２０ カリフラワー ブロッコリ スナップエンドウ カリフラワー

３ ２１ ブロッコリ ブロッコリ＊３ インゲン ブロッコリ

４ １６ ４棟（０２） 小松菜＊２ 小松菜 越冬ホウレン草 ブロッコリ＊４

注１）農家調査による．
２）＊１は後作に秋ホウレン草．＊２は後作に葉ダイコン．＊３ブロッコリは１１ムー，他に葉ダイコン８ムー，カリフラワー
２ムー．＊４ブロッコリは７ムー，他に白菜３ムー，ニンジンの試作あり．
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る（註１２）．単価の高いブロッコリ生産に傾斜す

ることで，単当粗収入は４，０００元を越えており，

調査農場のうち最も高くなっている（表８）．経

営収支については，２００１年が５万元の赤字，以降

は黒字に転じて，それぞれ３万元，４万元，７万

元，７万元となっている．収入３４万元に対し，支

出合計は２８万元であり，剰余は７万元となってい

る．経営費のうち，賃金が４３．６％，借地料が１８．２％

を占めている（表９）．雇用については年雇用が

４名であり，臨時雇は照旺庄鎮の労務市場で調達

している（表１０）．借地料は，村の地代を抑える

政策により，単当５００元と低い水準にある（表１１）．

職員の給与は月給制（１，０００元）であり，ボーナ

スとあわせ年収は２万元である（農場の巡視員は

月給７００元）．

２）�２農場
�２農場は，�１農場に隣接しており，２００１年
に同時に設立され，経営面積は８８ムー（５．９ha）

である．

管理人は，３０歳（１９７６年生）であり，１９９１年に

中学卒業後，北海食品原料科に入社している．

２０００年からの�１農場の準備過程で，経営面積が
大きすぎることから，分離して独立農場とされる

ことになり，２００１年から派遣職員となっている

（表６）．

初期投資は�１農場とほぼ同様である．水利費
は無料であるが，井戸ポンプの電気料を年５，０００

元を電気供給所に支払っている．２００３年から有機

栽培への対応としてネットハウスを導入している

が，ここでも減農薬栽培に移行している．２００３年

は１．６ムーを５棟（１棟８，０００元，計４万元）設置

したが，これは冬期使用を想定して小型としたが，

冬期利用はない．２００４年は６ムー１棟（１万元），

２００５年は１３ムー１棟（２．５万元）の大型ハウスに

変更し，作業効率を高めている．

露地栽培については，ホウレン草とブロッコリ

の交互作（２毛作）を基本としてきたが，２００５年

からはモロヘイヤが導入されている（表７）．

ネットハウスにおいては，葉ダイコンの３作ない

し４作を基本とし，連作対策としてブロッコリな

いし小松菜を挟んでいる．葉ダイコンの播種期

は，３月上中旬，５月中旬，８月中旬，９月下旬

であり，収穫は１ヶ月後である．単当粗収入は

４，０００元弱であり，�１農場に次いで高い（表８）．
経営収支については，初年度の２００１年は収支ゼ

ロ，２００２年は２．５万元の黒字，２００３年のネットハ

ウス導入により，２００３年と２００４年はともに５．５万

元と収益を向上させている．２００５年の粗収入は３５

万元，支出は２６万元であり，剰余は７．５万元とさ

らに増大している（表９）．職員給与は，月給

（１，０００元）とボーナスとあわせ年収は２万元で

ある．

独立するとリスクが高く，しかも農地は個人所

有化の傾向があり，自分で農地の取得をすること

は難しいため，独立する気持ちはないという（註

１３）．

３）直営型自営農場の特徴

以上のように，直営型自営農場は，農場設立当

初から，北海食品の原料科職員を派遣するかたち

で運営されている．この事例では，既存の団地的

圃場を賃貸するとともに，農場としての施設投資

を行い，一部ネットハウスの導入を行うことで，

ブロッコリとホウレン草・葉ダイコン（数次作）

の交互栽培を行っている．この結果，調査農場の

なかでも高い収益性をあげる農場となっている．

� 委託型自営農場の性格

１）�４農場
�４農場は，龍旺庄鎮文翔泊村に位置し，２０００
年に設立された委託型自営農場である．経営面積

は８６ムー（５．７ha）である．この農場は，前経営

者が隣接する西祝家廟村から１９９７年に１００ムーを

借地したことに始まるが（８年契約，単当４００

元），２０００年から北海食品の戦略により有機栽培

への転換期畑となり直営型農場（�４農場）と
なっている．２００２年に JAS認定を受けたのち，

現在の経営者が委託経営を行い，２００４年の工業団

地への転用（１４ムー）によって，現在の農場面積

は８７ムーとなっている（２００６年の名義変更後は，

１年契約，単当５００元）．

経営者は，３２歳（１９７４年生）であり，照旺庄鎮

前照旺庄村（農場事務所から車で２０分の距離）の

出身で，現在も居住している（表６）．１９９２年に

莱陽高校を卒業後，河南省で３年間軍隊に勤務

し，１９９５年から１９９９年まで北海食品専門の中間商

人となり，４５０ムーの野菜畑を管理していた．こ

中国輸出向け野菜加工企業における農場依存型集荷方式の展開
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の品目は，ホウレン草とインゲンの２種類であっ

た．

２０００年に有機転換した際に，万福食品は事務所

の建設（２万元），隔離帯の設置（３，０００元）を

行っている．灌漑は村事業で行われており（一時

金として２万元を拠出），暗渠配水で１時間３０元

である．２００５年には１万元以上の経費がかかって

いる．２００２年には，ネットハウス７棟（１棟２

ムー）を建設し，１棟１．５万元で，総額１０．５万元

の費用がかかっている．

土地利用は，�１，２農場と同様に，ブロッコ
リが主体であり，一部には連作も見られる（表

７）．これに，ホウレン草と葉ダイコン（ハウス），

モロヘイヤが加わる形態であり，直営型と比較す

表９ 農場の経営収支（２００５年度） 単位：元

�１ �２ �４ �１０ �９ �１５
９８ムー ８８ムー ８６ムー ７３ムー ５３ムー ７５ムー

収入計 ３４０，０００ ３４５，０００ ２５５，０００ ２５０，０００ １５０，０００ ２５０，０００

支出計 ２７５，０００ ２６０，０００ ２３５，０００ ２００，０００ １３０，０００ ２２０，０００

賃金 １２０，０００ １００，０００ １２５，０００ ７５，０００ ５５，０００ １１０，０００

地代 ５０，０００ ４５，４００ ４１，０００ ３０，０００ ５５，０００ ３８，０００

有機肥料 ２５，０００ ２０，０００ ４３，０００ ５４，８００ １３，３００ ３５，０００

化学肥料 ９，８００ １０，０００ １７，５００ ０ ９，９００ ３０，０００

農薬 １０，０００ １０，０００ ８，６００ １１，０００ ４，２００ １０，０００

種子 ４０，０００ ４０，０００ － － － －

剰余 ７０，０００ ７５，０００ ２０，０００ ５０，０００ ２０，０００ ３０，０００

給与 ２０，０００ ２０，０００

地代比率 １８．２ １７．５ １７．４ １５．０ ４２．３ １７．３

賃金比率 ４３．６ ３８．５ ５３．２ ３７．５ ４２．３ ５０．０

注１）農家調査による．
２）聴き取りによるため概数である．－は聴き取り未了．

表１０ 労働力の調達 単位：元

農場�
労 賃 年 雇 用 臨 時 雇 用

総額 ムー当り単価 人数 調達先・性格 金額等 単価 調達先・性格

１
１２０，０００ １，２２４ ４名 村内の男性で５５～６０歳代

で，年額７，０００～８，０００元．
９０，０００元 時給２．５～３元で

１０時間勤務
少人数は村内・周辺，大人数は照旺庄鎮の
労務市場で調達．送迎の運転手に電話し，
１名分とガソリン代を支払う．

２
１００，０００ １，１３６ ２名 村内の男性で６０歳代，年

額７，０００～８，０００元．
８５，０００元 ２００４年は時給２元

であったが，２００５
年は２．．５～３元

少人数は村内・周辺，大人数は照旺庄鎮の
労務市場で調達．

４

１２５，０００ １，４５３ １２名 男４名，女８名，村内で固
定しており，閉鎖した E
農場の年雇４名を引き継
ぐ．時給２～３元で，日給
月給（８５，０００元）．

４０，０００元 労務市場で調達．

１３
村内調達であるが，基地が多く困難に．村
の農家で斡旋してくれる人がおり，電話で
対応．友人のため仲介料なし．

１０
７５，０００ １，０２７ － － ７５，０００元，延べ

３０００人，９ヶ月
時給２．５～３元で
１０時間勤務

村外者が多く，３０～５０歳代の女性中心．長
期のつながりなので，１名に連絡すると集
まる．

９
５５，０００ １，０３８ － － ５５，０００元 時給２．５元で１０時

間
労働力確保のため，収穫時期を早めている．
農繁期には時給４元でも困難．

１５
１１０，０００ １，４６７ － － １１０，０００元 時給２元で１０時間

勤 務．２００６年 は
２．５元

全て村内の女性．村民委員会を介して有線
放送により連絡．

注）農家調査による．１２００５年現在．
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るとやや問題がある．単当粗収入は３，０００元程度

であり，直営型と比較すると１，０００元低い水準に

ある（表８）．２００５年の粗収入は２６万元であり，

支出は２４万元，剰余は２万元となっている（表

９）．経営費のうち，地代は単当５００元であり，１７％

となっている．賃金の割合は，５０％を越えており，

調査農家中で最も高い．これは年雇用が男４名，

女８名と多数になっているためである（表１０）．

単当粗収入の低さと労賃コストの高さが経営収支

を低い水準にしている．

２）�１３農場
�１３農場は，古柳街道弁事処大呂�村に位置
し，２００６年に設立された委託型自営農場である．

経営面積は１２０ムー（８ha）である．

この農場は２名の共同経営である（表６）．１

名は，４３歳（１９６３年生）であるが，以前は４０ムー

の野菜農場経営を行うとともに，大呂�村が独自
に設置した野菜基地の中間商人でもあった（註

１４）．各食品企業が中間商人を排除するに至っ

て，２００３年には北海食品のサトイモ加工場を経営

することになる（大呂�加工場，２００６年８０３ムー）．
また，従来の農場経営を廃止し，２００６年より村か

ら１２０ムーの借地契約（単当６００元，３０年間）を行

い，北海食品の自営農場となっている．

もう１名は，３８歳（１９６８年生）であり，初めは

躬家庄で３ムーの農家をしていたが，１９９９年から

２００２年までは莱西市の北海食品 B農場（自営農

場，当初１２０ムー）の受託を（５年契約），２００１年

から２００５年までは文翔泊村の�５農場（自営農場，
８４ムー）の受託を行っている．この農場が工業団

地の造成のために強制買収されることにな

り，２００６年から�１３農場の共同経営者となってい
る．

２００５年８月の開設であるため，２００５年の実績は

ない．土地利用の特徴は，第一期作が越冬性の作

物であり（タマネギと越冬ホウレン草），第二期

作はオクラ・モロヘイヤ・カリフラワーとなって

いる（表７）．また，現在のところ，ネットハウ

スの導入は行われていない．

３）委託型自営農場の特徴

以上のように，委託型自営農場は北海食品の意

向に添うかたちで農場経営者が村との農地の賃貸

契約を結び，農場の基盤整備についての投資も独

自に行っている．経営者については，以前に北海

食品の中間商人となっていたものが多数を占めて

いる．土地利用や経営状況については，共通性は

見いだせないが，その安定性は直営型農場に及ば

ないということができる．

� 契約農場の性格

１）�１０農場
�１０農場は，古柳街道弁事処姜家泊村に位置す
る契約農場であり，２０００年に設立されている．経

営面積は７３ムー（４．９ha）である．

現在の経営者（４１歳，１９６５年生）の妻（４２歳，

１９６４年生）は，１９９８年から７ムーの保有地の他に

１０ムーの借地を行い，１７ムーの野菜栽培を開始し

た．２０００年には，北海食品から規模拡大の要請が

あり，村から４０ムーを借入（単当３６０元，５年契

約）し，北海食品の契約農場となっている．さら

に，２００２年に３３ムーを追加借地し，経営面積は７３

ムーとなっている．この拡大は，５０ムーという規

模要件の問題もあったが，規模拡大により収益を

追求しようとする面が大きかった．この時，改め

て１５年契約を結んでいる．借地料が安いのは，砂

壌土で水漏れが多いためであり，灌水の回数も多

くなっている．契約農場となるには土地改良が必

要であり，２０００年に２万元，２００２年にも２万元を

投じて農地の整備を行っている．

当初の土地利用は，絹ざや，オクラ，越冬ホウ

レン草，インゲンなどであったが，２０００年には拡

表１１ 借地料の変化

契約年 価格 契約期間 備考

�１・２ ２０００ ５００ １０年契約

�４
１９９７ ４００ ８年 前経営者の借地

工業用地転用の可

能性があるため
２００６ ５００ １年契約

�１３ ２００６ ６００ ３０年契約

�１０
２０００ ３６５ ５年契約 砂地で条件が悪い

２００２ ３６５ １５年改訂 （一般は７５０元）

�９
１９９４ ３００ ４年契約

１９９８ ５００ ４年更新

２００２ ８００ ４年更新

�１５ ２０００ ３６０ １０年契約
村幹部への賄賂を

加えると５００元

注１）農家調査による．
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大を行ったため，秋ブロッコリを導入してい

る．２００２年に土地を拡大し，２００３年（１５ムー，６

棟），２００４年（２５ムー，１棟）でネットハウスを

導入した．これには５万元を投資した．この結果，

ハウスは，春ブロッコリ，葉ダイコンの交互作と

なり，露地はホウレン草（オクラ），インゲンの

交互作となっている（表７）．

２００５年の粗収入では，葉ダイコンの収入が高く，

ついでホウレン草，インゲン，ブロッコリの順と

なっている．単当粗収益は３，０００元水準であり，

�４農場と同様の水準にある（表８）．粗収入２５
万元に対し，経営費は２０万元であり，剰余は５万

元となっている．これは，土地条件が悪く借地料

が低いこと，年雇用を入れず臨時雇用で対応して

いるため賃金比率が３７．５％と低く所得率が高いこ

とによる（表１０）．今後も，可能性があれば，規

模拡大を行う意向である．

２）�９農場
�９農場は，同じく古柳街道弁事処の高家�村
に位置する契約農場であり，２００２年に設立されて

いる．経営面積は５３ムー（３．５ha）である．

経営者（４３歳，１９６３年生）は，１９９４年の村の野

菜振興方針にしたがって唯一農場型の生産に着手

している．莱陽市の運輸会社の職員を解雇された

ことが契機であり，妻名義により村から５３ムーを

借地している．借地料は，１９９４年ではムー当たり

３００元であったが，１９９８年に５００元となり，２００２年

には８００元となっている．この間，食品企業との

取引は，龍大食品，万福食品など一定しなかった

が，２００２年に北海食品の契約農場として登録した．

これは，北海食品の経営が安定し，契約を遵守す

ると考えたからである．契約は残留農薬問題発生

後の８月になされている．

１９９４年の野菜はニンジン，ホウレン草であった

が，９６年には小松菜，チンゲンサイ，水菜を加

え，５品目となった．契約農場になってからは，

葉ダイコン（２００２年），ブロッコリー（同），イン

ゲン（２００６年）が加わっている．また，２００３年の

下半期にネットハウスを導入している．これは１


当たり１．８元のコストである．ネットハウスを
導入しなければ，１作目のチンゲンサイ，葉ダイ

コン，小松菜は高温のため農薬基準をオーバーす

る可能性がある．この導入により，農薬使用量は

５０％減少している．

２００５年の販売額では，葉ダイコン，小松菜の割

合が高く，次いでブロッコリ，ホウレン草となっ

ている．単当粗収益は３，０００元水準であり，�
４，１０農場と同水準である（表８）．収支は，粗

収入が１５万元で，経営費が１３万元であり，剰余は

２万元にとどまっている（表９）．これは，借地

料が単当８００元と高いこと（地代比率４２．３％）が

大きく響いている．また，労賃も４２．３％を占めて

おり，全て臨時雇用であるが近年の賃金水準の高

騰の影響が大きいといえる（表１０）．

３）�１５農場
�１５農場は，呂格庄郷呂格庄村に位置し，２０００
年に設立された契約農場である．経営面積は，７５

ムー（５ha）である．

経営者は３２歳（１９７４年生）であり，譚格庄郷安

爾溝村出身で現在も居住している．中学卒業

後，１９９３年に北海食品に１年勤務した後，１年間

かけて運転免許を取得している．１９９５年後半から

煙台の食肉加工企業の運転手となり，１９９９年まで

勤務する．そして，２０００年に�１５農場の経営を始
める．これは，運転手の業務に厭きたこと，妻の

父が隣村（荊山後村）で農家をしており，勧誘さ

れたことによる．

２０００年の区画整理は農地の均平化や農道の設置

で３万元の投資となっている．井戸はあったが，

地下パイプの配管を行い，ポンプを含め２万元の

投資であった．電気料は年間２万元の支出である．

さらに，２００３年には１万元で事務所を設置してい

る．

ネットハウスは，２００２年に１６ムーの団地に９棟

を建築したが，雪でつぶれて４棟のみとなってい

る．１棟１．５～２ムーであり，総額４．５万元の投資

である．２００４年には１８ムーの団地に大型１棟を建

設し，３万元の経費がかかっている．

土地利用は，ネットハウスが葉ダイコン，小松

菜，ホウレン草であり，年２～３作となっている．

露地については，ブロッコリ，カリフラワーを主

体に，鞘豆が入る体系となっている（表７）．２００５

年の販売額では，ブロッコリ，葉ダイコン，小松

菜，カリフラワーの順となっており，単当粗収入

は２，４００元と調査農場中，最も低い（表８）．その

主な要因は単当収量の低さにある．経営収支は，

中国輸出向け野菜加工企業における農場依存型集荷方式の展開
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粗収入２５万元に対し，経営費は２２万元であり，剰

余は３万元である（表９）．経費のうち労賃は

５０．０％とかなり高いが，山間地のため臨時雇用の

賃金は時給２元と最も低く（表１０），借地料も単

当３６０元と最も低くなっている（地代比率は

１７．３％）．剰余額は�４，�９農場と比較するとや
や高いが，生産性の低さに問題があるといえる．

４）契約農場の特徴

以上の３農場から契約農場の特徴を整理してお

こう．まず，農場の設立が山間地の�１５農場を除
き，１９９４年（�９農場），１９９６年（�１０農場）と
早期であることで，北海食品の原料調達方式の転

換にあわせて契約農場に転換したことである．そ

の際，北海食品の要請に応じて基盤整備のための

投資を行っている．また，減農薬の要請から，

ネットハウス設置をも行っている．土地利用に関

しては，ネットハウスが導入されたことから，ブ

ロッコリ，葉ダイコン，ホウレン草が主力品目と

なっており，この点は他の形態と大きく変わらな

い．経営収支としては，直営型自営農場の派遣職

員の年俸である２万元は上回っているが，投資分

の償却を考えると高い水準にはない．特に，�９
農場では借地料の高騰が経営収支に大きな影響を

与えている．

おわりに

北海食品における原料集荷体制の転換は，農場

制の方向で進められた．この契機は有機栽培の導

入にあり，これに付随して慣行栽培の農場も徐々

に設立をみていた．２００２年の残留農薬問題の発生

は，こうした農場化を制度として方向づける要因

となり，農薬管理体制の強化を主目的として原料

の調達体制が激変したのである．ただし，従来か

ら戦略的な位置づけにあるサトイモに関しては加

工場への委託体制の強化がすでに図られていた．

北海食品の場合，自営農場，契約農場は２００３年

から２００６年にかけて減少を見せているが，それは

農場の立地移動を含むものであった．工場所在地

の龍旺庄では農場は激減し，より周辺の郷鎮への

移動が進行している．こうした転換のもとで村単

位の野菜生産の担い手は農場に移り，残された零

細農家による野菜生産は中間商人を通じた国内向

けへと転換している．また，中心部にあっては道

路建設や工業団地の形成により，耕地面積の減少

も目立っている．周辺部では，野菜導入が限定的

であったため，野菜生産の主体はほぼ農場に独占

されている．

北海食品の農場は３つの類型に分類されるが，

直営型自営農場は農場の設置から運営まで文字通

り直営であり，派遣職員により管理されている．

対象とした事例では，ネットハウスを一部導入し

たブロッコリ，ホウレン草，葉ダイコン主体の作

付が行われ，最も収益の高い農場経営が行われて

いる．委託型自営農場は，農場の意向により旧中

間商人が経営を行うタイプであり，農地の賃貸や

基盤整備，ハウス導入も基本的には経営者が行う

システムである．その意味で，経営主の出自の問

題を除けば，実質的に契約農場と変わらない経営

が行われている．契約農場は，１９００年代後半から

徐々に形成されてきた個別農場が北海食品との専

属取引を締結したものであり，農場としての基盤

整備が条件付けられている．その経営収支は必ず

しも万全ではなく，その剰余が直営型自営農場の

派遣職員年俸と変わらないもののある．これは，

委託型自営農場でも同様である．この要因は，第

１に労賃の高騰が顕著であり，経営費に占める労

賃の割合が増加をみせている点である（表１０）．

また，借地料の高騰も一部を除き顕著であり，最

も高い農場では単当８００元に達している（表１１）．

こうしたことも，農場の周辺部への移動の誘因と

なっているが，他方で中山間部での生産性の低さ

も確認された．

このように，農場制の導入は産地の新旧や経営

主の出自によって３つに類型化される．しかし，

農場の基盤整備の義務化を通じてその性格差は縮

小しつつあり，経営収支の差は作物選択や地代・

労賃などのコスト構造という経営そのもののあり

方と強く関わるようになってきている．さらに，

日本の農薬ポジティブリスト制への対応の中で，

品質管理の類型も意味をなさなくなっており，農

場経営そのものが問われるものとなりつつある．

その意味で，品質管理による農場類型は過渡的な

性格であったと考えることができるのである．

【付記】

調査に当たっては，北海食品の関係各位，ならびに
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調査農家の皆様に長時間にわたる聞き取り調査に協力

いただいた．記して感謝申し上げる．

註

� この実態については，坂爪ほか［２００６］を参照．

� 坂爪 ほ か［２００６］第２章１節，２節，第３章１節

を参照．

	 ２００４年の企業の概要を示すと，資本金３００万ドル，

投資総額４２０万ドル，固定資産４，７５８万元，総資産

額５，７６２万元，敷地面積３１，０００平方m，建物面積

１９，０００平方m，職員８００余名（技術職員５８名）であ

る．販売額は１３８百万元，輸出は１，１３４万ドル，利

潤は１，２１３万元である（莱陽市志弁公室編［２００５］）．

� 坂爪ほか［２００６］p．１０６を参照．

� 朴ほか［２００８］の万福食品の事例を参照．このこ

とは，北海食品自体の基地が縮小傾向にあること

とも関係しており，グループ企業全体での動向を

把握する必要がある．この点は，有機栽培工場が

泰安に新設されたことにも現れている．

� 以下の郷鎮に関する叙述は莱陽市志弁公室編

［２００５］による．

� 照旺庄は，行政村４５，人口５４，１００人，耕地面積５，０００

haの鎮である．このうち，野菜面積が２，８００ha，

莱陽梨を中心とした果樹園が１，０００haという地域に

おいても野菜果樹の一大産地をなしている．野菜

の販売額は４，０００万元，輸出額は１，５００万ドルに及

んでいる．この鎮にはかつて北海食品向けの一次

加工工場が存在し，委託農場も存在したが，現在

は廃止されている．

� 龍大食品は北海食品と並ぶ野菜加工を中心とした

総合食品企業であり，２００４年の販売収入は２３億元，

輸出額は１２４百万ドルである．生産基地は有機栽培

のみで４６６．７haにおよぶ．なお，龍大食品の生産基

地については，坂爪ほか［２００６］pp．１１６－１１７を参

照．

� 残りの１２０ムーは旧農場長名義で数戸によって野菜

経営がなされたが，工業団地に転用されて現在は

存在しない．

� 朴ほか［２００２］pp．１０７－１０８を参照．

� 村民委員会組織型集荷構造の崩壊については，朴

ほか［２００８］の万福食品の事例を参照．

� 春ブロッコリは露地栽培の場合，ネットハウスよ

り防除回数を１回増やす必要がある．

� 村の農地に関わる村民への分配は，工業団地化に

よる売却益は年賦払いで人口割り，借地料も人口

割りとなっている．

� 朴ほか［２００２］，pp．１０８－１０９の�６農家を参照．
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